
 厚生労働大臣の定める掲示事項    令和８年６月時点 

 

●当院は厚生労働大臣の指定を受けた保険医療機関であり、診療報酬点
数表により診療費の算定をしております。 
 

●ＤＰＣ対象病院について 

当院は入院医療費の算定にあたり、包括評価と出来高評価を組み合わせて計算す

る「ＤＰＣ対象病院」です。 

※医療機関係数1.6０４６(202６年６月) 

（基礎係数1.0５８３＋機能評価係数Ⅰ0.3７８４＋機能評価係数Ⅱ0.１３５５＋

救急補正係数0.032４） 

 

●入院基本料について 
・急性期病院A一般入院料・小児入院医療管理料3・結核病棟入院基本料（入院患

者７人に対して1人以上の看護職員を配置してます。また入院患者２5人に対して

1人以上の看護補助者を配置してます。） 

・救命救急入院料２・特定集中治療室管理料１（入院患者４人に対して１人以上

の看護職員を配置しています。） 

・救命救急入院料１（入院患者２人に対して１人以上の看護職員を配置していま

す。） 

 

●入院診療計画、院内感染防止対策、医療安全管理体制、褥瘡対策及び

栄養管理体制、意思決定支援に関する事項 

 当院では入院の際に医師をはじめとする関係職員が協働して、患者さんに関す

る診療計画を策定し、７日以内に文書によりお渡ししています。また、厚生労働

大臣が定める院内感染防止対策、医療安全管理体制、褥瘡対策及び栄養管理体制

の基準を満たしております。 

 また、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関す

るガイドライン」等の内容を踏まえ、適切な意思決定支援に関する指針を定めて

おります。 

 

●身体的拘束最小化の取り組みに関する事項 
 当院では多職種による身体的拘束最小化チームを設置し、緊急やむを得ない場
合を除き、身体的拘束を行わない取り組みを行っております。 
 

 

 

 



●入院時食事療養について 

当院は、入院時食事療養（Ⅰ）の届出を行っており、管理栄養士によって管理さ

れた食事を適時（夕食については午後６時以降）、適温で提供しています。 

・入院時食事療養費の標

準負担額（１食につき）

70歳未満の方 

70歳以上の方 標準負担額(1食) 

住民税課税世帯(下記以外の方)  
5５0円 ※指定難病患者の方は1食 330円 

住民税非課税世帯 低所得II  過去1年間の90日までの入院 2７0円 

過去1年間の90日を越える入院 ２２０円 

該当なし 低所得I  1３0円 

  

●明細書発行体制について 

当院では、医療の透明化及び患者さんへの情報提供を推進していく観点から、領

収書を発行する際に、個別の診療報酬の算定項目が分かる明細書を無料で発行し 

ています。また、公費負担医療の受給者であって医療費の自己負担がない方につ

いても、明細書を無料で発行しております。 明細書には、使用した薬剤の名称や

行われた検査の名称が記載されています。明細書の発行を希望しない方は、会計

窓口までその旨お申し出ください。 

 

●初診時選定療養費について 

当院は、地域医療支援病院です。他の医療機関からの｢診療情報提供書｣をお持ち

でない初診の患者様に｢保険外併用療養費｣7,700円（医科）5,500円（歯科）を

ご負担いただいております。ただし、緊急その他やむを得ない事情による場合に

あっては、その限りでありません。 

 

●再診時選定療養費について 

当院が他医療機関に対して文書による紹介を行う旨の申し出を行ったにもかかわ

らず、引き続き当院を受診される場合、｢保険外併用療養費｣3,300円（医科）

2,090円（歯科）をご負担いただきます。 

 

 

●時間外選定療養費について 

当院が表示する診療時間以外の時間における診察については、5,500円の負担を

お願いしております。ただし緊急その他やむを得ない事情(入院を必要とした患者

さんなど）他院からの救急受診のための紹介状持参、当院医師からの注射・処置

等のための救急外来予約による受診の場合には、ご負担頂くことはありません。 



 

●長期収載品の選定療養費について 

令和6年度の診療報酬改定に基づき、2024年10月1日から長期収載品(後発医薬

品がある先発医薬品)を患者さんの希望で使用する際に選定療養費として自己負担

が発生します。 

◆対象となる場合 

 ・外来患者の院外処方、院内処方 

 ・後発医薬品が発売され、5年以上が経過した先発医薬品(準先発医薬品も含む) 

 ・後発医薬品への置き換え率が50％以上を超える先発医薬品 

◆対象外となる場合 

 ・医師が医療上の必要性があると判断し長期収載品を処方した場合 

 ・在庫状況等などにより後発医薬品の提供が困難な場合 

 ・バイオ医薬品 

◆自己負担額について 

 ・長期収載品の価格と後発医薬品内での最高価格との価格差の２分の1 

 ※別途消費税が課税されます 

厚労省ホームページ 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39830.html 

 

 

 


